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明 細 書

発明の名称 ：成分測定装置セッ卜及び成分測定チップ

技術分野

[0001 ] 本開示は、成分測定装置セット及び成分測定チップに関する。

背景技術

[0002] 従来、血液や尿等の体液中の所定成分である被測定成分を測定する成分測

定装置が広く普及 している。測定原理として、例えば、体液中の被測定成分

を酵素等と反応させ、反応物に電圧を印加 した上で流れる電流を測定し、こ

の電流量によって被測定成分を測定する所謂 「電極法」を利用する成分測定

装置が知られている。また、別の測定原理として、体液中の被測定成分を試

薬と呈色反応させ、反応物の光学的特性を測定することにより被測定成分を

測定する所謂 「比色法」を利用する成分測定装置も知られている。

[0003] 特許文献 1 には、所謂 「比色法」を利用するメータと、このメータに装着

されるテス トス 卜リップと、を備えるシステムが記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特表 2 0 0 8 — 5 1 3 7 8 8 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] ところで、上述 した 「電極法」を利用する成分測定装置の場合には、体液

と電極とを接触させることさえできれば比較的安定して体液中の被測定成分

を測定することができる。そのため、 「電極法」を利用する成分測定装置に

対する成分測定チップの装着位置については、両者の電気的な接点を確実に

接触させることができれば、特段に高い位置精度が要求されない。これに対

して、光学的特性を測定する上述の 「比色法」では、成分測定装置の測定系

に対する反応物の位置精度により、被測定成分の測定誤差が大きくなり易い

。そのため、成分測定装置の測定系に対する反応物の配置位置は、 「電極法



」に比べて高い位置精度が要求される。

[0006] 特許文献 1 には、成分測定チ ップと してのテス トス 卜リツプと、成分測定

装置 と してのメータと、 を備える成分測定装置セ ッ 卜と してのシステムが記

載 されているが、テス ト位置での、テス トス トリップのメータに対する位置

を精度高 く維持することについては更なる改善の余地がある。

[0007] 本開示は、所謂 「比色法」を利用する成分測定装置に対する成分測定チ ッ

プの装着位置の位置精度 を向上可能な成分測定装置セ ッ 卜及び成分測定チ ッ

プを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明の第 1 の態様 と して成分測定装置セ ッ 卜は、体液中の被測定成分 と

呈色反応する試薬を有する成分測定チ ップと、前記成分測定チ ップが装着 さ

れ、前記被測定成分 と前記試薬 との呈色反応により得 られる反応物の光学的

特性 に基づいて前記被測定成分を測定する成分測定装置 と、 を備え、前記成

分測定チ ップ及び前記成分測定装置には、前記成分測定チ ップの前記成分測

定装置に対する相対位置を所定の装着位置に維持するように係合する凸部及

び凹部で構成 される凹凸部が複数設けられている。

[0009] 本発明の 1 つの実施形態 と して、前記成分測定チ ップは、前記試薬が収容

されている流路 を区画 してお り、前記成分測定チ ップが前記所定の装着位置

にある状態で前記成分測定チ ップの厚み方向か ら見た場合 に、前記複数の凹

凸部は、前記流路 を挟む両側 に位置 している。

[001 0] 本発明の 1 つの実施形態 と して、前記成分測定チ ップが前記所定の装着位

置にある状態で前記成分測定チ ップの厚み方向か ら見た場合 に、前記成分測

定チ ップは、前記複数の凹凸部 よりも前記試薬か ら離れた位置に把持部 を備

える。

[001 1] 本発明の 1 つの実施形態 と して、前記複数の凹凸部の少な くとも 1 つの凹

凸部は、前記成分測定チ ップを前記成分測定装置に装着する際に、他の凹凸

部が係合するように、前記成分測定チ ップの前記成分測定装置に対する移動

をガイ ドするガイ ド部 を備える。



[001 2] 本発 明の 1 つの実施形態 と して、前記少な くとも 1 つの凹凸部 は、前記成

分測定チ ップの外縁 に形成 されてお り、先端 に向か って幅が漸減する形状 を

有 する外縁 凸部 と、前記成分測定装置の前記成分測定チ ップを収容可能なチ

ップ装着空間の内壁 に形成 されてお り、 凹底 に向か って幅が漸減する形状 を

有 する、前記外縁 凸部 を受 け入れ可能な内壁凹部 と、 を備 える。

[001 3] 本発 明の 1 つの実施形態 と して、前記複数 の凹凸部 の少な くとも 1 つの凹

凸部 は、前記成分測定チ ップが前記所定の装着位置 にある状態で、前記成分

測定チ ップ及び前記成分測定装置の一方 に設 け られ、前記成分測定チ ップの

厚み方向に突出する凸部 と、他方 に設 け られ、前記凸部 が嵌合 する凹部 と、

を備 える。

[0014] 本発 明の 1 つの実施形態 と して、前記少な くとも 1 つの凹凸部 の前記凸部

は、前記成分測定装置 に形成 されている突起部 であ り、前記少な くとも 1 つ

の凹凸部 の前記凹部 は、前記成分測定チ ップに形成 されている窪み部又 は孔

部 である。

[001 5] 本発 明の 1 つの実施形態 と して、前記成分測定装置 は、前記成分測定チ ッ

プが前記所定の装着位置 にある状態で、前記成分測定チ ップに形成 された凸

部又 は凹部 の位置、大 きさ又 は個数 を検 出する検 出部 を備 え、前記検 出部 の

検 出値 に応 じて前記被測定成分 を測定するための測定条件 を設定する。

[001 6] 本発 明の第 2 の態様 と しての成分測定チ ップは、体液 中の被測定成分 と呈

色反応する試薬 を有 し、前記被測定成分 と前記試薬 との呈色反応 によ り得 ら

れる反応物 の光学 的特性 に基 づいて前記被測定成分 を測定する成分測定装置

に装着 される成分測定チ ップであ って、前記成分測定装置 に対する相対位置

を所定の装着位置 に維持 するように、前記成分測定装置 に形成 された凸部 と

係合 する凹部、及び、前記成分測定装置 に形成 された凹部 と係合 する凸部、

を備 える、又 は、前記成分測定装置 に対する相対位置 を所定の装着位置 に維

持 するように、前記成分測定装置 に形成 された凸部 と係合 する凹部、若 しく

は、前記成分測定装置 に形成 された凹部 と係合 する凸部、 を複数備 える。

発明の効果



[001 7] 本 開示 によれば、所謂 「比色法」 を利用する成分測定装置 に対する成分測

定チ ップの装着位置の位置精度 を向上可能な成分測定装置セ ッ 卜及び成分測

定チ ップを提供することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 8] [ 図 1] _ 実施形態 と しての成分測定装置セ ッ 卜の上面図である。

[ 図2] 図 1 の I-I 線 に沿 う断面の うち成分測定チ ップが装着 されている箇所近

傍 の拡大断面図である。

[ 図3] 図 1 の Π - Π 線 に沿 う断面図である。

[ 図4] 図 1 に示す成分測定チ ップ単体の上面図である。

[ 図5] 図 1 に示す成分測定装置の電気 プロック図である。

[ 図6] 図 1 に示す成分測定チ ップを成分測定装置 に対 して装着 する際の 1 つの

装着方法の概要 を示す図である。

[ 図7] 図 1 に示す成分測定チ ップを成分測定装置 に対 して装着 する際の 1 つの

装着方法の概要 を示す図である。

[ 図8] 図 1 に示す第 2 凹凸部 の変形例 を示す図である。

[ 図9] 図 1 に示す第 2 凹凸部 の変形例 を示す図である。

[ 図 10] —実施形態 と しての成分測定装置セ ッ 卜の成分測定装置及び成分測定

チ ップを別 々に示す図である。

発明を実施するための形態

[001 9] 以下、成分測定装置セ ッ ト及び成分測定チ ップの実施形態 について、 図 1

〜図 1 0 を参照 して説明する。各 図において共通する部材ゃ部位 には、 同一

の符号 を付 している。

[0020] 図 1 は、本発 明に係 る成分測定装置セ ッ 卜の 1 つの実施形態 と しての成分

測定装置セ ッ 卜1 0 0 を示す上面図である。 図 1 に示すように、成分測定装

置セ ッ 卜1 0 0 は、 「比色法」 を利用する成分測定装置 1 と、 この成分測定

装置 1 に装着 されている、本発 明の 1 つの実施形態 と しての成分測定チ ップ

2 と、 を備 えている。 図 1 では、説明の便宜上、成分測定装置 1 及び成分測

定チ ップ 2 の うち成分測定装置 1 内に位置 し上面視 で視認で きない一部 の形



状 を、破線により表 している。

[0021 ] 図 2 は、図 1 の I-I 線 に沿 う断面のうち、成分測定チ ップ 2 が装着 されてい

る箇所近傍の拡大断面図である。 また、図 3 は、図 1 のΠ - Π 線に沿 う断面図

である。更に、図 4 は、成分測定チ ップ 2 の単体の上面図である。図 3 では

、説明の便宜上、成分測定装置 1 及び成分測定チ ップ 2 のうち成分測定装置

内に位置 し断面視で視認できない一部の形状 を、破線により表 している。

[0022] 図 2 〜図 4 に示すように、成分測定チ ップ 2 は、内部 に流路 2 3 を区画 し

ている。 この流路 2 3 には、体液中の被測定成分 と呈色反応する試薬 と して

の発色試薬 2 2 が収容されている。 また、図 1 〜図 3 に示すように、成分測

定装置 1 には、成分測定チ ップ 2 を装着することが可能である。そ して、成

分測定装置 1 は、成分測定装置 1 に成分測定チ ップ 2 が装着 されている状態

で、体液中の被測定成分 と発色試薬 2 2 との呈色反応により得 られる反応物

の光学的特性 に基づいて被測定成分を測定することができる。

[0023] 以下、本実施形態の成分測定装置セ ッ 卜1 0 0 の詳細 について説明する。

本実施形態の成分測定装置 1 は、血液中の被測定成分 と しての血漿中のグル

コース濃度 （m g d L ) を測定可能な血糖値測定装置である。 また、本実

施形態の成分測定チ ップ 2 は、成分測定装置 1 と しての血糖値測定装置に装

着可能な血糖値測定チ ップである。 このように、本実施形態では、体液中の

被測定成分の測定 と して、血液中のグル コース濃度の測定について説明する

が、血液中のグル コース濃度 を測定するための血糖値測定装置及び血糖値測

定チ ップに限 られず、例えば、血液中の乳酸濃度、尿酸濃度又はコレステ ロ

ール濃度の測定や、尿蛋 白濃度など、各種被測定成分の測定が可能な成分測

定装置及び成分測定チ ップとすることができる。

[0024] < 成分測定チ ップ 2 >

まず、成分測定チ ップ 2 について説明する。図 1 〜図 4 に示すように、本

実施形態の成分測定チ ップ 2 は板状 に構成 されてお り、上面視 （図 4 参照）

において略長方形状の外形 を有 している。 より具体的に、本実施形態の成分

測定チ ップ 2 は、略矩形板状の外形 を有するベ一ス部材 2 1 と、 このべ一ス



部材 2 1 を覆うように対向 して配置されたカバ一部材 2 5 と、ベ一ス部材 2

とカバ一部材 2 5 との間の距離を所定間隔に維持する2 つのスぺ一サ部材

2 7 と、を備えている。カバ一部材 2 5 は、成分測定チップ2 の上面視 （図

4 参照）において、ベ一ス部材 2 1 と略同一の外形を有 しており、同上面視

においてべ一ス部材 2 1及びカバ一部材 2 5 の略全域が重なっている。本実

施形態の成分測定チップ2 の流路 2 3 は、ベ一ス部材 2 1、カバ一部材 2 5

及び 2 つのスぺ一サ部材 2 7 に囲まれることにより形成されている。また、

本実施形態の試薬としての発色試薬 2 2 は、流路 2 3 を閉塞 しないように、

流路 2 3 を区画する内壁としてのベ一ス部材 2 1 の上面に塗布されることで

、ベ一ス部材 2 1 の上面上に配置されている。換言すれば、ベ一ス部材 2 1

の上面上の発色試薬 2 と、この発色試薬 2 と対向するカバ一部材 2 5 の

下面と、の間には間隙 2 8 が形成されている。

[0025] 流路 2 3 は、成分測定チップ2 の厚み方向A と直交する方向に延在 してお

り、成分測定チップ2 の 1 つの側端面から別の側端面まで貫通 している。よ

り具体的に、本実施形態の流路 2 3 は、成分測定チップ2 の上面視 （図4 参

照）にて、略長方形状の成分測定チップ2 の長手方向 （図4 の上下方向）と

直交する短手方向 （図4 の左右方向）に延在 しており、短手方向の一方側の

側端面から他方側の側端面まで貫通 している。流路 2 3 の一端が形成されて

いる成分測定チップ2 の短手方向の一方側の側端面には、外方から血液を流

路 2 3 内に供給可能な筒状の供給部 2 4 が形成されている。本実施形態の筒

状の供給部 2 4 は、ベ一ス部材 2 1 の外縁に形成された突出部、カバ一部材

2 5 の外縁に形成された突出部、及び、 2 つのスぺ一サ部材 2 7 それぞれに

形成された突出部、の4 つの突出部が環状に連接されることにより構成され

ている。

[0026] 成分測定チップ2 の外方から供給部 2 4 に供給された血液は、例えば毛細

管現象を利用 して流路 2 3 に沿って移動 し、発色試薬 2 2 の保持位置まで到

達 し、発色試薬 2 2 と接触する。血液と発色試薬 2 2 とが接触すると、血液

中の被測定成分としてのグルコースと発色試薬 2 2 とが呈色反応 し、発色試



薬 2 2 の保持位置及び流路 2 3 の間隙 2 8 の位置で、呈色反応による反応物

が生成される。

[0027] 本実施形態の流路 2 3 は、ベ一ス部材 2 1、カバ一部材 2 5 及び 2 つのス

ぺ一サ部材 2 7 により区画されているが、流路を区画する部材数は、本実施

形態の構成に限られない。例えば、厚み方向A の一方側の面に溝が形成され

たべ一ス部材と、この溝が形成された一方側の面を覆うように取 り付けられ

たカバ一部材と、の 2 つの部材のみで流路を形成することも可能である。こ

のように、成分測定チップの流路を、 3 つ以下の部材により区画することも

可能である。また、 5 つ以上の部材により区画される流路を形成することも

可能である。

[0028] また、本実施形態の成分測定チップ2 は、ユーザが操作する際に把持 し易

い把持部 2 9 を備えている。本実施形態の把持部 2 9 は、成分測定チップ2

の上面視 （図4 参照）で、長手方向の一端部に形成されている。

[0029] ベ一ス部材 2 1 およびカバ一部材 2 5 の材質としては、光の透過のために

透明な素材を用いることが好ましい。例えば、ポ リエチレンテレフタレ一 卜

( P E T ) 、ポ リメチルメタクリレ一 卜 （P M M A ) 、ポ リスチレン （P S

) 、環状ポ リオレフイン （C O P ) や環状ォレフィンコポ リマ一 （C O C )

、ポ リカーボネー ド （P C ) 等の透明な有機樹脂材料 ；ガラス、石英等の透

明な無機材料 ；が挙げられる。

[0030] また、スぺ一サ部材 2 7 は、透明か不透明かを問わず、ベ一ス部材 2 1 お

よび力/ く一部材 2 5 と同様の材料により形成することができる。例えば、ポ

リエチレンテレフタレ一 卜 （P E T ) 、ポ リメチルメタクリレ一 卜 （P M M

A ) 、ポ リスチレン （P S ) 、環状ポ リオレフイン （C O P ) や環状ォレフ

インコポ リマ一 （C O C ) 、ポ リカーボネー ド （P C ) 等の有機樹脂材料 ；

ガラス、石英等の無機材料 ；が挙げられる。これらの材料から形成されたス

ぺ一サ部材 2 7 は、接着剤を用いて、ベ一ス部材 2 1及びカバ一部材 2 5 に

接着されるが、このような構成に代えて、上述の材料から形成された基材を

有する両面テープを用いてもよい。



[0031 ] 試薬 と しての発色試薬 2 2 は、血液中の被測定成分 と反応 して、被測定成

分の血中濃度 に応 じた色に呈色する呈色反応を引き起 こすものであ り、本実

施形態の発色試薬 2 2 は、上述 したようにべ一ス部材 2 1 上 に塗布 されてい

る。そ して、本実施形態の発色試薬 2 2 は、血液中の被測定成分 と してのグ

ル コースと反応するものである。本実施形態の発色試薬 2 2 と しては、例え

ば、 （i ) グル コースォキシダ一ゼ （G O D ) と （i i ) ペルォキシダ一ゼ

( P O D ) と （i i i ) 1 _ ( 4 _ スルホフエニル） _ 2 ， 3 —ジメチル 一

4 —ァミノ一 5 _ ピラゾロンと （i V ) N _ ェチル _ N _ ( 2 —ヒ ドロキシ

_ 3 _ スルホプロピル） _ 3 ， 5 _ ジメチルァニ リン，ナ トリウム塩， 1 水

和物 （M A O S ) との混合試薬、あるいはグル コースデ ヒ ドロゲナ一ゼ （G

D H ) とテ トラゾ リウ厶塩及び電子メデ ィェ一ターとの混合試薬などが挙 げ

られる。 さらに、 リン酸緩衝液のような緩衝剤が含 まれていてもよい。発色

試薬 2 2 の種類、成分については、 これ らに限定されない。

[0032] < 成分測定装置 1 >

次 に、成分測定装置 1 について説明する。成分測定装置 1 は、例えば樹脂

材料か らなるハ ウジング 1 0 と、 このハ ウジング 1 0 の上面に設けられたボ

タン群 と、ハ ウジング 1 0 の上面に設けられた液晶又は L E D ( L i g h t

E m i t t i n g D i o d e の略）等で構成 される表示部 1 1 と、 を備

えている。本実施形態のボタン群は、電源ボタン 1 3 と、操作ボタン 1 4 と

により構成 されている。

[0033] 図 1 〜図 3 に示すように、ハ ウジング 1 0 は、扁平状 に構成 されてお り、

ハ ウジング 1 0 の厚み方向 B (成分測定チ ップ 2 が成分測定装置 1 に装着 さ

れている状態では厚み方向 A と同 じ方向）の上面側か ら見た上面視 （図 1 参

照）において略矩形状の外形 を有 している。 また、図 1 〜図 3 に示すように

、ハ ウジング 1 0 には、外方に開放 されている隙間状のチ ップ装着空間 S が

区画されている。具体的に、ハ ウジング 1 0 は、厚み方向 B と直交する方向

に位置する側端面の開口を通 じて外方 と連通する隙間状のチ ップ装着空間 S

を区画 している。本実施形態のチ ップ装着空間 S の高さ H は、チ ップ装着空



間S の全域において略一様である。また、本実施形態の成分測定チップ2 の

うち少なくともチップ装着空間S に収容される部分の厚みT は、チップ装着

空間S の高さH より若干小さい寸法となっている。

[0034] 成分測定装置 1 に対 して成分測定チップ2 を装着する際は、外方からハウ

ジング 1 0 の側端面に形成された開口を通 じて、成分測定チップ2 をチップ

装着空間S 内に挿入する。成分測定チップ2 を成分測定装置 1 に対 して所定

の装着位置まで移動させると、成分測定装置 1 が成分測定チップ2 を係止 し

た状態となる。このように係止状態とすることにより、成分測定チップ2 の

成分測定装置 1 に対する装着が完了する。換言すれば、このような係止状態

とすることにより、成分測定チップ2 が成分測定装置 1 に対 して装着されて

いる状態となる。成分測定装置 1 に対する成分測定チップ2 の装着手法の詳

細や、成分測定装置 1 と成分測定チップ2 との係止状態についての詳細につ

いては後述する （図 6 、図 7 等参照）。

[0035] 表示部 1 1 は、例えば、成分測定装置 1 により測定された被測定成分の情

報を表示する。本実施形態では、成分測定装置 1 としての血糖値測定装置に

より測定されたグルコース濃度 （m g d L ) を表示部 1 1 に表示すること

ができる。表示部 1 1 には、被測定成分の情報のみならず、成分測定装置 1

の測定条件やユーザに所定の操作を指示する指示情報等、各種情報を表示で

きるようにしてもよい。ユーザは、表示部 1 1 に表示された内容を確認 しな

がら、ボタン群の電源ボタン 1 3 や操作ボタン 1 4 を操作するこ とができる

[0036] ここで、図 5 は、図 1 〜図 3 に示す成分測定装置 1 の電気プロック図であ

る。図 5 には、説明の便宜上、成分測定装置 1 に装着された状態の成分測定

チップ2 の断面 （図 2 と同じ断面）を併せて示 している。

[0037] 図 5 に示すように、成分測定装置 1 は、上述 したハウジング 1 0 (図 1参

照）、表示部 1 1、電源ボタン 1 3 及び操作ボタン 1 4 の他に、演算部 6 0

と、メモリ6 2 と、電源回路 6 3 と、測定光学系 6 4 と、を更に備えている



[0038] いわゆる比色法の成分測定装置 1 は、体液中の被測定成分 と発色試薬 2 2

との呈色反応により生成 される反応物 に向かって光を照射 し、その透過光量

(又は反射光量）を検 出 し、被測定成分の濃度 に応 じた発色の強度 に相関す

る検 出信号を得 る。そ して、成分測定装置 1 は、予め作成 された検量線を参

照することにより、被測定成分を測定することができる。本実施形態の成分

測定装置 1 は、上述 したように、血液中の血漿成分におけるグル コー ス濃度

( m g d L ) を測定するものであ り、本実施形態の成分測定装置 1 では、

表示部 1 1 、電源ボタン 1 3 、操作ボタン 1 4 、演算部 6 0 、 メモ リ6 2 、

電源回路 6 3 、及び測定光学系 6 4 が相互に連携することにより、 ダル コ一

ス濃度の測定を実現 している。

[0039] 演算部 6 0 は、 M P U ( M i cro-Process i ng Un i t ) 又 は C P U (Cent r a l Pr

ocess i ng Un i t ) で構成 されてお り、 メモ リ6 2 に格納されたプログラムを読

み出 し実行することで、各部の制御動作を実現可能である。 メモ リ6 2 は、

揮発性又は不揮発性である非一過性の記憶媒体で構成 され、 ここで示す成分

測定方法を実行するために必要な、成分測定プログラムを含む各種データを

読出 し又は書込み可能である。電源回路 6 3 は、電源ボタン 1 3 の操作に応

じて、演算部 6 0 を含む成分測定装置 1 内の各部 に電力を供給 し、又はその

供給を停止する。

[0040] 測定光学系 6 4 は、体液 と しての血液 と、試薬 と しての発色試薬 2 2 と、

の呈色反応により生 じる反応物の光学的特性 を取得可能な光学 システ ムであ

る。測定光学系 6 4 は、具体的には、発光部 6 6 と、発光制御回路 7 0 と、

受光部 7 2 と、受光制御回路 7 4 と、 を備えている。

[0041 ] 図 2 に示すように、成分測定装置 1 のハ ウジング 1 0 の内部 には、チ ップ

装着空間 S と連通する、発光部 6 6 が収容されている第 1 の空間 4 1 が形成

されている。 また、図 2 に示すように、成分測定装置 1 のハ ウジング 1 0 の

内部 には、チ ップ装着空間 S と連通する、受光部 7 2 が収容されている第 2

の空間 4 2 が形成 されている。成分測定チ ップ 2 が成分測定装置 1 のチ ップ

装着空間 S に収容されていない状態では、第 1 の空間 4 1 と、第 2 の空間 4



2 とは、チップ装着空間S を挟んで対向 し、成分測定チップ2 が成分測定装

置 1 のチップ装着空間S に収容されている状態では、第 1 の空間4 1 と、第

2 の空間4 2 とは、成分測定チップ2 の試薬としての発色試薬 2 2 が保持さ

れている保持位置及び間隙 2 8 を挟んで対向する （図 2 参照）。

[0042] また、本実施形態の発光部 6 6 は、第 1 の波長を有する光を発する第 1 の

発光素子 6 6 a と、第 1 の波長と異なる第 2 の波長を有する光を発する第 2

の発光素子 6 6 b とを含む。ここで、第 1 の波長は、血糖量に応 じた発色度

合を測定するための測定波長であり、例えば 6 0 0 〜 9 0 0 n mの波長帯に

ある。第 2 の波長は、血液中の赤血球濃度を測定するための波長であり、例

えば 5 1 0 〜 5 9 0 n mの波長帯にある。

[0043] 本実施形態では、第 1 の発光素子 6 6 a 及び第 2 の発光素子 6 6 b として

発光ダイオー ド （L E D ) を用いるが、ハロゲンランプ、 レーザ一等であつ

てもよい。発光部としてハロゲンランプを用いる場合は、特定の波長のみを

抽出するために分光フィルタを設けてもよい。また、低エネルギーの照射で

有効に実施するために、集光 レンズを備える構成としてもよい。

[0044] 本実施形態の受光部 7 2 は、第 1 の発光素子 6 6 a から照射され、成分測

定チップ2 を透過する透過光を受光する第 1 の受光素子 7 2 a と、第 2 の発

光素子 6 6 b から照射され、成分測定チップ2 を透過する透過光を受光する

第 2 の受光素子 7 2 b と、を備えている。第 1 の受光素子 7 2 a 及び第 2 の

受光素子 7 2 b としては、例えば、フォ トダイオー ド （P D ) を用いること

ができる。受光部 7 2 は、受光 した光を所定の信号に変換できればよく、C

C D、C M O S 等を利用 してもよい。

[0045] 発光制御回路 7 0 は、発光部 6 6 の第 1 の発光素子 6 6 a 及び第 2 の発光

素子 6 6 b それぞれに駆動電力信号を供給することで、第 1 の発光素子 6 6

a 及び第 2 の発光素子 6 6 b を点灯させ、又は消灯させる。受光制御回路 7

4 は、受光部 7 2 から出力されたアナログ信号に対 して、対数変換及びA

D変換を施すことでデジタル信号である検出信号を取得する。

[0046] 成分測定装置 1 では、発光部 6 6 から発せられた光は、成分測定チップ2



の発色試薬 2 2 の保持位置及び間隙 2 8 の位置に生成 されている反応物 に照

射される。 この照射光のうち成分測定チ ップ 2 を厚み方向 A に透過 した透過

光が受光部 7 2 により受光され、反応物の吸光度が測定される。演算部 6 0

は、測定された反応物の吸光度 をメモ リ6 2 に格納された検量線データや赤

血球濃度のデータ等を用いて、 グル コース濃度 を算出する。

[0047] 以下、成分測定装置セ ッ 卜1 0 0 の更なる特徴部 に関 して説明する。

[0048] < 第 1 凹凸部 5 0 a 及び第 2 凹凸部 5 0 b >

成分測定チ ップ 2 及び成分測定装置 1 には、成分測定チ ップ 2 の成分測定

装置 1 に対する相対位置を所定の装着位置に維持するように係合する、凸部

及び凹部で構成 される凹凸部が複数設けられている。 「所定の装着位置」 と

は、成分測定装置 1 が成分測定チ ップ 2 内の被測定成分の光学的特性 を測定

することが可能な、成分測定チ ップ 2 の成分測定装置 1 に対する相対位置を

意味 している。以下、複数の凹凸部の詳細 について説明する。

[0049] 本実施形態の成分測定装置セ ッ 卜1 0 0 は、複数の凹凸部 と して、 2 つの

凹凸部 を備えている。

[0050] 1 つ 目の凹凸部である第 1 凹凸部 5 0 a は、成分測定チ ップ 2 が所定の装

着位置にある状態で、成分測定チ ップ 2 及び成分測定装置 1 の一方に設けら

れ、成分測定チ ップ 2 の厚み方向 A に突出する第 1 凸部 5 1 a と、他方に設

けられ、第 1 凸部 5 1 a が嵌合する第 1 凹部 5 2 a と、で構成 される。具体

的に、本実施形態の第 1 凹凸部 5 0 a は、成分測定装置 1 に形成 されている

第 1 凸部 5 1 a と、 この第 1 凸部 5 1 a と嵌合する、成分測定チ ップ 2 に形

成 されている第 1 凹部 5 2 a と、で構成 されている。

[0051 ] よ り具体的に、本実施形態の第 1 凹凸部 5 0 a は、成分測定装置 1 のチ ッ

プ装着空間 S を区画する内壁のうち、成分測定チ ップ 2 と厚み方向 A におい

て対向する面に形成 され、チ ップ装着空間 S 内に向かって厚み方向 A に突出

する第 1 凸部 5 1 a と しての突起部 と、成分測定チ ップ 2 の厚み方向 A に貫

通する第 1 凹部 5 2 a と しての孔部 と、で構成 されている。第 1 凹部 5 2 a

の構成 と しては、本実施形態で示す孔部 に限 られず、例えば、厚み方向 A に



貫通 しないように厚み方向A の一方の外面に形成されている窪み部としても

よい。

[0052] 2 つ目の凹凸部である第 2 凹凸部 5 0 b は、成分測定チップ2 に形成され

ている第 2 凸部 5 1 匕と、この第 2 凸部 5 1 b と嵌合する、成分測定装置 1

に形成されている第 2 凹部 5 2 b と、で構成されている。より具体的に、本

実施形態の第 2 凹凸部 5 0 b は、成分測定チップ2 を厚み方向A から見た場

合に成分測定チップ2 の外縁に形成されている第 2 凸部 5 1 b としての外縁

凸部と、成分測定装置 1 の成分測定チップ2 を収容可能なチップ装着空間S

の内壁に形成され、第 2 凸部 5 1 b としての外縁凸部を受け入れ可能な第 2

凹部 5 2 b としての内壁凹部と、で構成されている。

[0053] 第 2 凸部 5 1 匕としての外縁凸部は、基端から先端に向かって幅W 1 が漸

減する形状を有 している。また、第 2 凹部 5 2 b としての内壁凹部は、第 2

凸部 5 1 b としての外縁凸部を受け入れ可能であり、凹底に向かって幅W 2

が漸減する形状を有 している。そ して、本実施形態では、第 2 凸部 5 1 b と

しての外縁凸部を、その先端が第 2 凹部 5 2 b としての内壁凹部の凹底に当

接するまで揷入すると、図 1 の上面図で破線により示すように、外縁凸部の

外壁全域が内壁凹部の凹壁全域に当接するように嵌り込む。

[0054] このように、成分測定装置セッ卜1 0 0 は、複数 （本実施形態では 2 つ）

の凹凸部 （本実施形態では第 1 凹凸部 5 0 a 及び第 2 凹凸部 5 0 b ) を有 し

ている。ここで、成分測定チップ2 は、成分測定装置 1 により被測定成分を

測定可能な所定の装着位置となるように、成分測定装置 1 に対 して装着され

る。上述の複数の凹凸部それぞれの凸部及び凹部 （本実施形態では第 1 凸部

5 1 a 及び第 1 凹部 5 2 a 、並びに、第 2 凸部 5 1 b 及び第 2 凹部 5 2 b )

は、成分測定チップ2 がこの装着位置となるように成分測定装置 1 に対 して

装着される際に嵌合する。そのため、成分測定チップ2 が装着位置にある状

態では、上述の複数の凹凸部それぞれの凸部及び凹部の嵌合により、成分測

定チップ2 の成分測定装置 1 に対する位置を安定的に維持することができる



[0055] より具体的に、本実施形態では、第 1 凹凸部 5 0 a の第 1 凸部 5 1 a とし

ての突起部及び第 1 凹部 5 2 a としての孔部が嵌合する。仮に、第 1 凹凸部

5 0 a が嵌合 している状態で、上面視 （図 1参照）で第 1 凹凸部 5 0 a を中

心とする周方向において、成分測定チップ2 と成分測定装置 1 との間に若干

の隙間が存在する場合は、この第 1 凹凸部 5 0 a の嵌合のみでは、成分測定

チップ2 が、上面視 （図 1参照）において第 1 凹凸部 5 0 a を中心とする周

方向に回動 し得る。これに対 して、本実施形態では、第 2 凹凸部 5 O b の第

2 凸部 5 1 b としての外縁凸部及び第 2 凹部 5 2 b としての内壁凹部が嵌合

するため、成分測定チップ2 が、成分測定装置 1 に対 して、上面視 （図 1参

照）において第 1 凹凸部 5 0 a を中心とする周方向に回動 しょうとしても、

第 2 凸部 5 1 b としての外縁凸部と第 2 凹部 5 2 b としての内壁凹部とが当

接する。これにより、成分測定チップ2 の成分測定装置 1 に対する回動を規

制することができる。

[0056] すなわち、成分測定チップ2 は、装着位置で、複数の凹凸部 （本実施形態

では第 1 凹凸部 5 0 a 及び第 2 凹凸部 5 0 b ) により位置が規制されるため

、 1 つのみの凹凸部のみにより位置が規制される構成と比較 して、成分測定

チップ2 の装着位置での位置をより安定的に維持 し易い。

[0057] また、図 1 に示すように、本実施形態の成分測定装置セッ卜1 0 0 を、成

分測定チップ2 が所定の装着位置にある状態で成分測定チップ2 の厚み方向

A から見た場合に、複数の凹凸部は、流路 2 3 を挟む両側に位置 している。

具体的に、本実施形態の第 1 凹凸部 5 0 a は、図 1 の上面視において、流路

2 3 を挟んで第 2 凹凸部 5 0 b と反対側に位置 している。このように、流路

2 3 を挟むように複数の凹凸部を配置すれば、流路 2 3 を挟まないように複

数の凹凸部を配置する構成と比較 して、成分測定チップ2 を成分測定装置 1

に装着 した際の成分測定装置 1 に対する流路 2 3 の位置精度を向上させ易い

。本実施形態の流路 2 3 は、成分測定装置 1 による被測定成分の測定位置と

なっている。そのため、成分測定装置 1 に対する流路 2 3 の位置精度を向上

させることにより、被測定成分の測定精度をより向上させることができる。



[0058] 更に、成分測定装置セッ卜1 0 0 を、成分測定チップ2 が所定の装着位置

にある状態で成分測定チップ2 の厚み方向A から見た場合に、成分測定チッ

プ2 は、複数の凹凸部よりも試薬としての発色試薬 2 2 から離れた位置に把

持部 2 9 を備えている。より具体的に、本実施形態の把持部 2 9 は、成分測

定チップ2 の上面視 （図4 参照）で、流路 2 3 の延在方向である成分測定チ

ップ2 の短手方向に対 して直交する長手方向 （図4 で上下方向）において、

流路 2 3 に対 して第 1 凹凸部 5 0 a が位置する一方側であって、かつ、同長

手方向において。流路 2 3 から第 1 凹凸部 5 0 a よりも離れた位置に形成さ

れている。そのため、ユーザは、流路 2 3 近傍ではなく、流路 2 3 から離れ

た位置で把持部 2 9 を把持 した状態で、成分測定チップ2 を取 り扱うことが

できる。これにより、ユーザは、成分測定チップ2 のうち成分測定装置 1 の

発光部 6 6 (図 2 等参照）から光が照射される流路 2 3 の測定位置の近傍を

触れずに済む。そのため、意図 しない手脂等が原因となって測定精度が低下

することを抑制することができる。

[0059] 特に、本実施形態の把持部 2 9 は、図 1及び図 3 に示すように、成分測定

チップ2 を所定の装着位置に装着 した状態であっても、成分測定装置 1 のハ

ウジング 1 0 よりも外方に突出した状態となっている。つまり、把持部 2 9

を把持 して操作することにより、成分測定チップ2 を、第 1 凹凸部 5 0 a 及

び第 2 凹凸部 5 0 b が共に嵌合する装着位置まで、成分測定装置 1 に対 して

容易に揷入することができる。把持部 2 9 は、ユーザが把持 し易いように、

外壁に凹凸形状が形成されていてもよい。

[0060] このような把持部 2 9 は、所謂 「比色法」を利用 した成分測定装置 1 では

、特に設けることが好ましい。所謂 「電極法」を利用 した比較例としての電

極式成分測定装置では、電極が埋め込まれた比較例としての電極式成分測定

チップが利用される。この 「電極法」を利用する場合は、電極式成分測定装

置の電気接点と電極式成分測定チップの電極と、が接触するように連結され

ていること、及び、体液が電極式成分測定チップの電極に接触 していること

、の 2 点が実現されていればよく、電極式成分測定装置に対する電極式成分



測定チップの相対位置の高い位置精度は要求されない。 また、体液 と電極 と

を接触させれば比較的安定 して体液中の被測定成分を測定することができる

。 これ らのことか ら、所謂 「電極法」を利用する電極式成分測定装置のため

の電極式成分測定チップは、患者や医療従事者などのユーザにとって、持ち

方や持つ位置などの取 り扱いの制限が少な く、取 り扱いが容易である。

[0061 ] これに対 して、本実施形態のような、所謂 「比色法」を利用する成分測定

装置 1 に用いる成分測定チップ 2 の場合は、測定対象 となる部分にュ一ザの

手脂等が付着すると、光の透過及び反射に大きく影響 し、被測定成分の測定

値に測定誤差が生 じ易い。 また、光学的特性を測定可能にするため、測定対

象 となる部分を成分測定装置 1 の測定光学系 6 4 により測定可能な暗部 とな

る内方まで揷入させるように装着する必要がある。そのため、所謂 「比色法

」を利用する成分測定装置 1 に用いる成分測定チップ 2 においては、本実施

形態のように把持部 2 9 を設けることが望 ま しい。

[0062] 本実施形態の成分測定チップ 2 のように、成分測定チップ 2 の短手方向を

流路 2 3 の延在方向としつつ、把持部 2 9 を長手方向の一端部に形成するこ

とが好ま しい。 このようにすれば、流路 2 3 の長さを長 くすることな く把持

部 2 9 を設けることができる。つまり、測定に必要な検体量を増加させるこ

とな く、把持部 2 9 を設けることができる。

[0063] 次 に、成分測定チップ 2 を成分測定装置 1 に対 して装着する際の手順の詳

細について説明する。

[0064] 図 6 及び図 7 それぞれは、本実施形態の成分測定チップ 2 の成分測定装置

に対する装着方法の概要を示す図である。本実施形態の成分測定チップ 2

は、図 6 及び図 7 に示すいずれの装着方法であっても、成分測定装置 1 に対

して装着可能である。

[0065] 図 6 は、成分測定チップ 2 を、第 2 凸部 5 1 b と しての外縁凸部を先頭に

して、上面視の長手方向に移動させなが ら （図 6 の白抜 き矢印参照）、チッ

プ装着空間 S 内に挿入する装着方法を示 している。

[0066] この装着方法では、成分測定チップ 2 を、成分測定チップ 2 の短手方向の



—方側の端面をチップ装着空間S を区画する内壁に摺動させながら、チップ

装着空間S 内に揷入する。第 2 凸部 5 1 b の先端が第 2 凹部 5 2 b の凹底に

突き当たるまで挿入されると、成分測定チップ2 の成分測定装置 1 に対する

装着位置となる。また、成分測定チップ2 が装着位置まで到達すると、第 1

凹凸部 5 0 a 及び第 2 凹凸部 5 0 b それぞれが嵌合状態となる。これにより

、成分測定チップ2 は、装着位置において、成分測定装置 1 に対 して係止さ

れた状態となる。

[0067] 図 7 は、成分測定チップ2 の第 2 凸部 5 1 b としての外縁凸部を第 2 凹部

5 2 b に揷入 した後で、第 2 凸部 5 1 b の位置を中心として、第 2 凸部 5 1

b が位置する一端部とは反対側の長手方向の他端部を回動させることにより

(図 6 の白抜き矢印参照）、成分測定チップ2 をチップ装着空間S 内に挿入

する装着方法を示 している。

[0068] この装着方法では、成分測定チップ2 の長手方向の一端部に形成されてい

る第 2 凸部 5 1 b としての外縁凸部を、チップ装着空間S を区画する内壁に

摺動させながら、第 2 凹部 5 2 b 内へと挿入 していく。更に、この装着方法

では、上述の第 2 凸部 5 1 b の摺動移動と同時に、第 2 凸部 5 1 b を中心と

して、長手方向の他端部を回動させながら （図 7 の白抜き矢印参照）、チッ

プ装着空間S 内に挿入 している。

[0069] 換言すれば、本実施形態の第 2 凹凸部 5 0 b は、成分測定チップ2 を成分

測定装置 1 に装着する際に、他の凹凸部としての第 1 凹凸部 5 0 a が係合す

るように、成分測定チップ2 の成分測定装置 1 に対する移動をガイ ドするガ

ィ ド部を兼ねている。

[0070] 具体的には、図 7 に示すように、第 2 凸部 5 1 b としての外縁凸部の先端

5 1 b 1 を、第 2 凹部 5 2 b としての内壁凹部を区画する奥側 （図 7 では上

側）の凹壁 5 2 b 1 に摺動させながら、内壁凹部の凹底に向かって移動させ

ると、先端 5 1 b 1 が凹底に到達する前に、外縁凸部の手前側 （図 7 では下

側）の外壁 5 1 b 2 が、内壁凹部を区画する手前側の凹壁 5 2 b 2 に突き当

たる。そのため、先端 5 1 b 1 を更に凹底に向かって移動させようとすると



、外縁凸部の手前側の外壁 5 1 b 2 が、内壁凹部 を区画する手前側の凹壁 5

2 b 2 により奥側 に押圧される。つまり、成分測定チ ップ 2 の長手方向の他

端側が成分測定装置 1 のチ ップ装着空間 S 内へ入 り込むように、奥側 に押圧

される。 この押圧力に従 って成分測定チ ップ 2 を成分測定装置 1 に対 して回

動 させれば、成分測定チ ップ 2 を装着位置 まで揷入することができる。つま

り、成分測定チ ップ 2 を、第 1 凹凸部 5 0 a 及び第 2 凹凸部 5 0 b が嵌合す

る位置 まで、移動 させることができる。

[0071 ] このように、少な くとも 1 つの凹凸部 を、別の凹凸部が係合する位置 まで

ガイ ドするガイ ド部 と して構成すれば、複数の凹凸部それぞれが嵌合する成

分測定チ ップ 2 の装着位置へ と、成分測定チ ップ 2 を成分測定装置 1 に対 し

て容易に移動 させること可能 となる。

[0072] また、本実施形態の第 2 凹凸部 5 0 b の第 2 凸部 5 1 b は、上面視が略長

方形状の成分測定チ ップ 2 の一方側の短辺に相当する位置に形成 されている

。更に、第 2 凸部 5 1 b は、短辺のうち短手方向の一端側の端部 に形成 され

ている。そのため、本実施形態の成分測定チ ップ 2 は、上面視 （図 4 参照）

において、長手方向の両側が非対称であると共に、短手方向の両側 も非対称

な形状 となっている。成分測定チ ップ 2 をこのような非対称な外形 とするこ

とにより、成分測定チ ップ 2 の成分測定装置 1 に対する挿入方向のミスを抑

制でき、その結果、成分測定チ ップ 2 の成分測定装置 1 に対する装着 ミスを

抑制することができる。

[0073] 以上のように、成分測定装置セ ッ 卜1 0 0 は、複数の凹凸部 （本実施形態

では第 1 凹凸部 5 0 a 及び第 2 凹凸部 5 0 b ) を備えているため、 1 つの凹

凸部のみで位置が規制 される構成 と比較 して、所謂 「比色法」を利用する成

分測定装置 1 に対する成分測定チ ップ 2 の装着位置の位置精度 を向上させる

ことができる。

[0074] 本実施形態の第 1 凹凸部 5 0 a は、成分測定装置 1 に設けられた第 1 凸部

5 1 a と、成分測定チ ップ 2 に設けられた第 1 凹部 5 2 a と、で構成 されて

いるが、 この構成 に限 られず、成分測定装置に設けられた凹部 と、成分測定



チップに設けられた凸部と、により第 1 凹凸部を構成 してもよい。

[0075] 所謂 「比色法」を利用する成分測定装置 1 では、測定光学系 6 4 を構成す

る部材間の距離関係や位置関係において比較的高い精度が要求され、測定光

学系 6 4 と成分測定チップ2 との距離関係及び位置関係においても、個別の

成分測定チップによって変動することは測定精度の低下に繋がり好ましくな

し、。成分測定チップに対 して厚み方向A に突出する凸部を成分測定チップに

設けることは、成分測定チップが肉厚化 しやすいが、光路長のばらつきを成

分測定装置側で制御 しやすいという利点がある。この場合、厚み方向A の少

なくとも一方側に凸部を有する成分測定チップを可撓性部材で製造 し、成分

測定チップ2 が、成分測定装置 1 に挿入される際に凸部が変形 し、挿入完了

位置において凸部が復元されるような構成としてもよい。一方で、検体量を

増加させることなく、成分測定装置 1 により被測定成分をより精度高く測定

するためには、チップ装着空間S の隙間を狭 くすることが望ましい。さらに

、測定光学系 6 4 の構成に合わせて薄肉の所定厚みの成分測定チップを安定

的に作成可能なようにすることが望ましい。 したがって、本実施形態のよう

に、第 1 凹部 5 2 a が形成されている成分測定チップ2 とすることが特に好

ましい。本実施形態の第 1 凹部 5 2 a のような孔部であれば、厚み方向A に

貫通する孔を形成すれば容易に作成することが可能である。

[0076] また、第 1 凹凸部を構成する凸部の構成としては、円柱、角注などの柱状

の形状であってもよいが、図 3 に示す第 1 凹凸部 5 0 a の第 1 凸部 5 1 a の

ように、半球形状や、円錐、角錐などの錐形状や、錐台形状のように、基端

から頂部に向かって縮径するテ一パ一状の側面を有する形状とすることが好

ましい。また、本実施形態の第 1 凹部 5 2 a のように、上述のテ一パ一状の

側面を有する凸部と対応させて、凸部の基端での外径よりも内径の小さい縁

部を有する凹部とすることが好ましい。

[0077] このようにすれば、図 3 に示すように、第 1 凸部 5 1 a の頂部が第 1 凹部

5 2 a 内に入り込み、かつ、第 1 凸部 5 1 a のテ一パ一状の側面が第 1 凹部

5 2 a の縁部を押圧するように、第 1 凹凸部 5 0 a を嵌合させることができ



る。これにより、成分測定チップ2 が、厚み方向A の一方側に向かって押圧

される。その結果、成分測定チップ2 は、チップ装着空間S 内で、厚み方向

A の一方側 （図 3 では下側）に位置するチップ装着空間S を区画する内壁に

向かって押圧された状態で、位置が規制される。このようにすれば、成分測

定チップ2 を、チップ装着空間S 内で厚み方向A に移動 し難 くすることがで

きるばかりか、成分測定チップ2 を、成分測定チップ2 とチップ装着空間S

を区画する内壁との摩擦力等によって、厚み方向A と直交する方向に対 して

も移動 し難 くすることができる。つまり、本実施形態の第 1 凹凸部 5 0 a の

ような形状を有する第 1 凹凸部とすれば、成分測定チップ2 の成分測定装置

1 に対する位置規制性能を高めることができる。

[0078] また、本実施形態の第 2 凹凸部 5 0 b は、成分測定チップ2 に設けられた

第 2 凸部 5 1 匕と、成分測定装置 1 に設けられた第 2 凹部 5 2 匕と、で構成

されているが、この構成に限られず、成分測定装置に設けられた凸部と、成

分測定チップに設けられた凹部と、により第 2 凹凸部を構成 してもよい。

[0079] 更に、本実施形態の第 2 凹凸部 5 0 b は、上面視 （図 1参照）で、成分測

定チップ2 の外縁に外方に突出するように形成されている第 2 凸部 5 1 b と

しての外縁凸部と、チップ装着空間S の内壁に形成されている第 2 凹部 5 2

b としての内壁凹部と、で構成されているが、この構成に限られない。例え

ば、第 1 凹凸部 5 0 a と同様の構成の第 2 凹凸部としてもよい。但 し、本実

施形態のように、第 2 凸部 5 1 b としての外縁凸部及び第 2 凹部 5 2 b とし

ての内壁凹部で第 2 凹凸部 5 0 b を構成することが好ましい。このようにす

れば、上述 したように、別の凹凸部としての第 1 凹凸部 5 0 a が係合するよ

うに成分測定チップ2 の動きをガイ ドすることや、非対称の外形によって成

分測定チップ2 の成分測定装置 1 に対する装着ミスを抑制することが可能と

なる。

[0080] ここで、図 8 及び図 9 は、本実施形態における第 2 凹凸部 5 0 b の変形例

を示す図である。図 8 は、第 2 凹凸部 5 0 b の変形例としての、成分測定チ

ップ2 の第 2 凸部 5 1 b 及び成分測定装置 1 の第 2 凹部 5 2 b を示



す。 また、 図 9 は、第 2 凹凸部 5 0 b の別 の変形例 と しての、成分測定チ ッ

プ 2 の第 2 凸部 5 1 b 及び成分測定装置 1 の第 2 凹部 5 2 b

' を示 す。 図 8 及び図 9 それぞれは、成分測定チ ップの第 2 凹凸部近傍 での

上面図であ り、 図 8 及び図 9 では、説明の便宜上、成分測定装置 内に位置す

る成分測定チ ップの形状 を破線 によ り示 している。

[0081 ] 図 8 に示す第 2 凸部 5 1 b では、手前側 の外壁 5 1 b 2 ' が 円弧状 に湾

曲 している。 このような円弧状 に湾曲する外壁 5 1 b 2 とすれば、 図 7 を

参照 して説明 した上述の装着方法 と同様 の装着方法 によ り、成分測定チ ップ

2 を成分測定装置 1 ' に対 して装着 する場合 に、本実施形態の第 2 凸部 5

b の構成 を採用する場合 と比較 して、成分測定チ ップ 2 ' を よ り円滑 に回

動 させなが ら、装着位置へ とガイ ドすることがで きる。 図 8 に示すように、

外壁 5 1 b 2 ' を円弧状 に湾曲する形状 とする場合 には、第 2 凹部 5 2 b

の手前側 の凹壁 5 2 b 2 ' について も、外壁 5 1 b 2 ' の形状 に対応する凹

状 の湾曲形状 とすることが好 ま しい。 このようにすれば、成分測定チ ップ 2

' の 回動 をよ り円滑 にガイ ドすることがで きる。

[0082] 図 9 に示す第 2 凸部 5 1 b では、手前側 の外壁 5 1 b 2 ' ' の根元部

分 に切欠部 5 3 が形成 されている。 また、 図 9 に示す成分測定装置 1

の第 2 凹部 5 2 b の手前側 の凹壁 5 2 b 2 ' ' の縁部分 には、成分測

定チ ップ 2 ' ' が成分測定装置 1 ' に装着 される際 に外壁 5 1 b 2 を

摺動 しなが ら乗 り越 えて、成分測定チ ップ 2 ' が装着 された状態で切欠部

5 3 ' に嵌 り込む爪部 5 4 ' が形成 されている。 このような切欠部 5 3

' 及 び爪部 5 4 を有 する構成 とすれば、切欠部 5 3 及び爪部 5 4

' ' が ない本実施形態の第 2 凸部 5 1 b 及び第 2 凹部 5 2 b の構成 を採用す

る場合 と比較 して、装着位置での成分測定装置 1 ' に対 す る成分測定チ ッ

プ 2 ' ' の位置規制 をよ り強固にすることがで きる。 つ ま り、成分測定チ ッ

プ 2 ' ' の装着位置での位置精度 をよ り高め ることが可能 となる。

[0083] 以上の とお り、成分測定装置セ ッ トに複数 の凹凸部 を設 けることによ り、

成分測定チ ップの成分測定装置 に対する位置精度 を向上 させ ることがで きる



[0084] 換言すれば、本実施形態では、成分測定装置 1 に装着される成分測定チッ

プ2 が、成分測定装置 1 に対する相対位置を所定の装着位置に維持するよう

に、成分測定装置 1 に形成された凸部 （本実施形態では第 1 凸部 5 1 a ) と

係合する凹部 （本実施形態では第 1 凹部 5 2 a ) 、及び、成分測定装置 1 に

形成された凹部 （本実施形態では第 2 凹部 5 2 b ) と係合する凸部 （本実施

形態では第 2 凸部 5 1 b ) 、を備えることにより、成分測定チップ2 の成分

測定装置 1 に対する装着位置での位置精度を高めることができる。

[0085] 成分測定チップとしては、成分測定装置に対する相対位置を所定の装着位

置に維持するように、成分測定装置に形成された凸部と係合する凹部、又は

、成分測定装置に形成された凹部と係合する凸部、を複数備える構成として

もよい。このような構成であっても、成分測定チップの成分測定装置に対す

る装着位置での位置精度を高めることができる。また、更に、成分測定チッ

プの装着位置での安定性を高めるために、板ばね等で成分測定チップを付勢

して保持する構成を追加 してもよい。

[0086] 成分測定装置セッ卜の複数の凹凸部は、各種構成により実現可能であり、

本実施形態や上述の変形例に示す具体的な構成に限られない。 したがって、

例えば、被測定成分に応 じて、複数の凹凸部の位置や、大きさや、個数を異

ならせることも可能である。例えば、図 1 0 に示すように、同一の成分測定

装置 8 0 に対 して装着可能な、グルコース濃度測定用の第 1成分測定チップ

8 1 と、尿酸濃度測定用の第 2 成分測定チップ8 2 と、乳酸濃度測定用の第

3 成分測定チップ8 3 と、をそれぞれ用意 し、各成分測定チップにおける複

数の凹凸部の位置や、大きさや、個数を異ならせるようにすることができる

。図 1 0 に示す例では、各成分測定チップの第 1 凹凸部の第 1 凸部 5 1 O a

及び第 1 凹部 5 2 0 a は共通であり、第 2 凹凸部の位置が異なっている構成

であるが、第 1 凹凸部及び第 2 凹凸部の両方の位置が異なる構成としてもよ

し、。また、第 1 凹凸部や第 2 凹凸部の大きさが異なる構成であってもよい。

更に、凹凸部の個数が異なる構成であってもよい。



[0087] よ り具 体 的 に、 図 1 0 に示 す第 1成 分測 定 チ ップ 8 1 は、 第 2 凸部 5 1 0

b 1 を備 えて い る。 また、 図 1 0 に示 す成 分測 定装 置 8 0 は、 第 1成 分測 定

チ ップ 8 1 の第 2 凸部 5 1 0 b 1 が嵌合 す る第 1成 分測 定 チ ップ用 の第 2 凹

部 5 2 0 b 1 を備 えて い る。

[0088] また、 図 1 0 に示 す第 2 成 分測 定 チ ップ 8 2 は、 第 2 凸部 5 1 0 b 2 を備

えて い る。 また、 図 1 0 に示 す成 分測 定装 置 8 0 は、 第 2 成 分測 定 チ ップ 8

2 の第 2 凸部 5 1 0 b 2 が嵌合 す る第 2 成 分測 定 チ ップ用 の第 2 凹部 5 2 0

b を備 えて い る。

[0089] 更 に、 図 1 0 に示 す第 3 成 分測 定 チ ップ 8 3 は、 第 2 凸部 5 1 0 b 3 を備

えて い る。 また、 図 1 0 に示 す成 分測 定装 置 8 0 は、 第 3 成 分測 定 チ ップ 8

3 の第 2 凸部 5 1 0 b 3 が嵌合 す る第 3 成 分測 定 チ ップ用 の第 2 凹部 5 2 0

b 3 を備 えて い る。

[0090] そ して、成 分測 定装 置 8 0 は、 第 1成 分測 定 チ ップ 8 1、 第 2 成 分測 定 チ

ップ 8 2 及び 第 3 成 分測 定 チ ップ 8 3 の いずれかの成 分測 定 チ ップが成 分測

定装 置 8 0 に対 して装着 位置 にあ る状 態 で、 第 1成 分測 定 チ ップ 8 1 に形成

されて い る第 2 凸部 5 1 O b 1、 第 2 成 分測 定 チ ップ 8 2 に形成 されて い る

第 2 凸部 5 1 0 b 2 、 及び 第 3 成 分測 定 チ ップ 8 3 に形成 されて い る第 2 凸

部 5 1 0 b 3 の いずれかの位置 を検 出す る検 出部 8 5 を備 えて い る。 これ に

よ り、成 分測 定装 置 8 0 は、装着 された成 分測 定 チ ップによ り測 定可能 な被

測 定成 分 の種類 等 を検 出す る ことがで きる。

[0091 ] 成 分測 定装 置 8 0 は、検 出部 8 5 の検 出値 に応 じて被測 定成 分 を測 定 す る

ため の測 定条件 を設 定 す る。例 えば、測 定対象 が グル コース濃度、尿酸濃度

、乳酸濃度 の いずれかであ るか に応 じて、各種測 定条件 を異 な らせ て設 定 す

る。各種測 定条件 と して は、例 えば、測 定対象 に応 じた較 正情報 や、 呈色反

応 の反応 時 間な ど、測 定対象 に応 じて決 定 され る各種情報 を設 定 す る。

[0092] 図 1 0 で は測 定対象 に応 じて複数 の凹凸部 の位置、 大 きさ、個数 を異 な ら

せ る ことにつ いて説 明 したが、測 定対象 とな る被測 定成 分 の違 い に限 らず、

例 えば、成 分測 定 チ ップの使 用期 限や試薬 の成 分情報 な ど、成 分測 定 チ ップ



の各種相違を識別するために利用することができる。

[0093] 本発明に係る成分測定装置セッ卜及び成分測定チップは、上述 した実施形

態及び変形例で説明 した具体的構成に限られず、請求の範囲の記載を逸脱 し

ない限り、種々の変更が可能である。

産業上の利用可能性

[0094] 本開示は、成分測定装置セット及び成分測定チップに関する。

符号の説明

[0095] 1、 1 、 1 ：成分測定装置

2 、 2 、 2 ：成分測定チップ

1 0 ：ハウジング

：表示部

3 ：電源ボタン

4 ：操作ボタン

1 ：ベ一ス部材

2 2 ：発色試薬 （試薬）

2 3 ：流路

4 ：供給部

5 ：カバ一部材

7 ：スぺ一サ部材

2 8 ：間隙

9 ：把持部

4 1 ：第 1 の空間

4 2 ：第 2 の空間

5 0 a ：第 1 凹凸部

5 0 b : 第 2 凹凸部 （ガイ ド部）

5 1 a ：第 1 凸部 （突起部）

5 1 b 、 5 1 b 、 5 1 b : 第 2 凸部 （外縁凸部）

5 1 b 1 ：先端



b 2 、 5 1 b 2 、 5 1 b 2 ' ' ：外壁

a ：第 1 凹部 （窪み部又は孔部）

b 、 5 2 b ' 、 5 b ' ：第 2 凹咅 (内壁凹部 )

b 1 ：奥側の凹壁

b 2 、 5 2 b 2 ' 5 2 b 2 ' ：手前側の凹壁

' ' : 切 欠部

：爪部

：演算部

：メ モ リ

：電源回路

：測定光学系

：発光部

a ：第 1 の発光素子

b : 第 2 の発光素子

：発光制御回路

：受光部

a ：第 1 の受光素子

b : 第 2 の受光素子

：受光制御回路

：成分測定装置

：第 1 成分測定チ ップ

：第 2 成分測定チ ップ

：第 3 成分測定チ ップ

：検 出部

0 ：成分測定装置セ ッ 卜

0 a ：第 1 凸咅

0 b 1 ：第 1 成分測定チ ップの第 2 凸部

0 b 2 ：第 2 成分測定チ ップの第 2 凸部



5 1 0 b 3 ：第 3 成分測定チ ップの第 2 凸部

5 2 0 a ：第 1 凹咅

5 2 0 b 1 ：第 1 成分測定チ ップ用の第 2 凹部

5 2 0 b 2 ：第 2 成分測定チ ップ用の第 2 凹部

5 2 0 b 3 ：第 3 成分測定チ ップ用の第 2 凹部

A ：成分測定チ ップの厚み方向

B ：ハ ウジングの厚み方向

H ：チ ップ装着空間の高さ

S ：チ ップ装着空間

T ：成分測定チ ップの厚み

W 1 ：第 2 凸部の幅

W ：第 2 凹部の幅



請求の範囲

[ 請求項 1] 体液 中の被測定成分 と呈色反応する試薬 を有する成分測定チ ップと

前記成分測定チ ップが装着 され、前記被測定成分 と前記試薬 との呈

色反応 によ り得 られる反応物の光学的特性 に基づいて前記被測定成分

を測定する成分測定装置 と、 を備 え、

前記成分測定チ ップ及び前記成分測定装置 には、前記成分測定チ ッ

プの前記成分測定装置 に対する相対位置 を所定の装着位置 に維持する

ように係合する凸部及び凹部で構成 される凹凸部が複数設 け られてい

る成分測定装置セ ッ 卜。

[ 請求項 2 ] 前記成分測定チ ップは、前記試薬が収容 されている流路 を区画 して

お り、

前記成分測定チ ップが前記所定の装着位置 にある状態で前記成分測

定チ ップの厚み方向か ら見た場合 に、前記複数の凹凸部 は、前記流路

を挟む両側 に位置 している、請求項 1 に記載の成分測定装置セ ッ 卜。

[ 請求項 3 ] 前記成分測定チ ップが前記所定の装着位置 にある状態で前記成分測

定チ ップの厚み方向か ら見た場合 に、前記成分測定チ ップは、前記複

数の凹凸部 よ りも前記試薬か ら離れた位置 に把持部 を備 える、請求項

1 又は 2 に記載の成分測定装置セ ッ 卜。

[ 請求項 4 ] 前記複数の凹凸部の少な くとも 1 つの凹凸部 は、前記成分測定チ ッ

プを前記成分測定装置 に装着する際に、他 の凹凸部が係合するように

、前記成分測定チ ップの前記成分測定装置 に対する移動 をガイ ドする

ガイ ド部 を備 える、請求項 1 乃至 3 のいずれか 1 つに記載の成分測定

装置セ ッ 卜。

[ 請求項 5 ] 前記少な くとも 1 つの凹凸部 は、前記成分測定チ ップの外縁 に形成

されてお り、先端 に向か って幅が漸減する形状 を有する外縁凸部 と、

前記成分測定装置の前記成分測定チ ップを収容可能なチ ップ装着空間

の内壁 に形成 されてお り、凹底 に向か って幅が漸減する形状 を有する



、前記外縁凸部 を受け入れ可能な内壁凹部 と、 を備 える、請求項 4 に

記載の成分測定装置セ ッ 卜。

前記複数の凹凸部の少な くとも 1 つの凹凸部 は、前記成分測定チ ッ

プが前記所定の装着位置 にある状態で、前記成分測定チ ップ及び前記

成分測定装置の一方 に設 け られ、前記成分測定チ ップの厚み方向に突

出する凸部 と、他方 に設 け られ、前記凸部が嵌合する凹部 と、 を備 え

る、請求項 1 乃至 3 のいずれか 1 つに記載の成分測定装置セ ッ 卜。

前記少な くとも 1 つの凹凸部の前記凸部 は、前記成分測定装置 に形

成 されている突起部であ り、前記少な くとも 1 つの凹凸部の前記凹部

は、前記成分測定チ ップに形成 されている窪み部又は孔部である、請

求項 6 に記載の成分測定装置セ ッ 卜。

前記成分測定装置は、前記成分測定チ ップが前記所定の装着位置 に

ある状態で、前記成分測定チ ップに形成 された凸部又は凹部の位置、

大 きさ又は個数 を検 出する検 出部 を備 え、

前記検 出部の検 出値 に応 じて前記被測定成分 を測定するための測定

条件 を設定する、請求項 1 乃至 7 のいずれか 1 つに記載の成分測定装

置セ ッ 卜。

体液 中の被測定成分 と呈色反応する試薬 を有 し、前記被測定成分 と

前記試薬 との呈色反応 によ り得 られる反応物の光学的特性 に基づいて

前記被測定成分 を測定する成分測定装置 に装着 される成分測定チ ップ

であ って、

前記成分測定装置 に対する相対位置 を所定の装着位置 に維持するよ

うに、前記成分測定装置 に形成 された凸部 と係合する凹部、及び、前

記成分測定装置 に形成 された凹部 と係合する凸部、 を備 える、又は、

前記成分測定装置 に対する相対位置 を所定の装着位置 に維持するよ

うに、前記成分測定装置 に形成 された凸部 と係合する凹部、若 しくは

、前記成分測定装置 に形成 された凹部 と係合する凸部、 を複数備 える

、成分測定チ ップ。
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